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 この「財政公表」は、府中市の財政が現在どのような状況にあり、また、どの

ように執行されているかをみなさんにお知らせするため、毎年２回公表している

ものです。 
 今回は、令和４年度上半期（令和４年４月１日から令和４年９月３０日まで）

の一般会計及び各特別会計の財政運営の状況と令和３年度決算の状況を併せて

お知らせします。 
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Ⅰ 令和４年度上半期財政運営の状況 

１ あらまし  
 
 本市の令和４年度予算は、歳入では、令和３年度予算でリーマンショック並

みの減収と見込んでいた市税について、令和３年度の収入の状況に減収がみら

れないことから増収を見込むとともに、近年、堅調な売上げが続いている競走

事業からの収益事業収入の増収が見込まれる中、国庫・都支出金の積極的な活

用や基金の積立と活用の方針に基づく投資的事業等への計画的な繰入れ、市債

などを活用し予算を編成しました。 

歳出では、社会保障経費の充実に伴う扶助費などの経常経費や、公共施設や

インフラの老朽化対策に要する経費が増加する中、第７次府中市総合計画前期

基本計画の初年度となることから、基本構想に掲げた都市像「きずなを紡ぎ 未

来を拓く 心ゆたかに暮らせるまち 府中」の実現に向け、地域の絆を協働の

力で紡ぎ、福祉と防災力の充実を目指す「地域でつながる」、少子化対策と子育

て・教育の環境の充実を図り、ゼロカーボンシティをはじめとした新時代をつ

くる「未来へ育む」、府中ならではの魅力を発信し、健康で、愛着と笑顔があふ

れるまちを目指す「活力を創る」の３つのテーマに沿って各種施策を積極的に

展開するとともに、健全財政の維持に努めました。 
 令和４年度上半期における日本経済の基調判断としては、景気は緩やかに持

ち直しているとされています。 
９月の政府の月例経済報告では、「景気は、緩やかに持ち直している。」とす

る一方で、「世界的な金融引締め等が続く中、海外景気の下振れが我が国の景気

を下押しするリスクとなっている。」としており、さらには「物価上昇、供給面

での制約、金融資本市場の変動等の影響に十分注意する必要がある。」としてい

ることから、今後も景気の動向や社会情勢の先行きは不透明であり、予断を許

さない状況が続く見込みです。 
このような中、本市では、コロナ禍における原油価格・物価高騰等対策事業

について適宜予算計上を行い、直近の９月補正予算では、生活支援対策として

０歳から１８歳までの子ども１人当たり１万円を給付する事業に係る経費のほ

か、経済支援対策として商店街を活性化するため買物券を発行する事業の助成

に係る経費などを計上しました。 
今後も、本市におけるコロナ対策を行うとともに、第７次府中市総合計画前

期基本計画の着実な推進に向け、計画的かつ効率的な財政運営に努めていきま

す。 
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２ 収入支出の状況 
 
（１）一般会計 
一般会計では、当初予算額が１２０９億４千万円でしたが、第２回市議会定

例会では、コロナ禍における原油価格・物価高騰等対策事業として、生活支援

対策の住民税非課税世帯等臨時特別給付金給付事業などで１５億８８３６万９

千円を増額補正したほか、１４億５８８１万円を前年度から繰越しました。 

また、第３回市議会定例会では、コロナ禍における原油価格・物価高騰等対策

事業のほか、当初予算編成後の状況変化への対応、前年度決算からの繰越しや

精算のため、４０億４３１３万１千円を増額補正し、予算現額は１２８０億 

３０３１万円となりました。 

第３回市議会定例会で可決された補正予算（９月補正）の内容は、次のと

おりです。 

 
［歳入］ 
国庫支出金では、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金で４

億９５３２万１千円を増額するなど、合計で６億９５０９万５千円を増額し

ました。 

都支出金では、生活応援事業事業費補助金で１億９０３７万３千円、子供・

長寿・居場所区市町村事業費包括補助金で４０４４万４千円を増額するなど、

合計で２億６１９７万円を増額しました。 

繰入金では、財政調整基金からの繰入金で９６３１万９千円減額し、介護

保険特別会計からの繰入金で１億７５３４万９千円を増額しました。 

繰越金では、前年度繰越金で３０億３７６万５千円を増額しました。 

諸収入では、過年度精算返還金で３２７万１千円を増額しました。 

 

［歳出］ 
総務費では、庁舎等管理費で５４６１万１千円、施設管理費で４０２４万

４千円を増額するなど、合計で１億３３１０万４千円を増額しました。 

  民生費では、子育て応援臨時特別給付金補助金で４億５千万円、国庫・都

支出金精算返還金で１７億５９０４万８千円を増額するなど、合計で２４億

７３５１万２千円を増額しました。 

  衛生費では、国庫・都支出金等精算返還金で５１３万５千円を増額しまし

た。   

  農林水産業費では、農業団体等原油価格・物価高騰臨時対策事業費補助金

で１８４５万円を増額するなど、合計で１９９２万円を増額しました。 
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商工費では、商店街活性化商品券費補助金で４９５０万円を増額しました。 
土木費では、乗合バス・タクシー事業者原油価格・物価高騰臨時対策事業

費補助金で１５３８万円を増額しました。 
消防費では、防災施設整備事業費で３８万１千円を増額しました。 

  教育費では、第三小学校校舎等改築事業費で１億３２３２万５千円、第八

小学校校舎等改築事業費で９７４２万２千円を増額するなど、合計で１０億

１５８９万９千円を増額しました。 

 諸支出金では、保健・福祉基金積立金で１２４０万円、生活・環境基金積

立金で１億４１８０万円、文化・学習基金積立金で１億２０４０万円、都市

基盤・産業基金積立金で５５７０万円をそれぞれ増額しました。 

 

［執行状況］ 
９月３０日現在の収入・支出の状況は、収入済額は５３３億７８９９万５

千円で、予算現額に対して４１．７％の執行率となっています。また、支出

済額は４１４億９１３２万５千円で、３２．４％の執行率となっています。 
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図表１ 令和４年度一般会計歳入・歳出予算の執行状況 
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（２）特別会計 

 特別会計は、一般会計とは別に特定の事業を行うための会計で、４つの特

別会計を設けています。 
 特別会計の合計は、当初予算額は５０８億４７７９万４千円でしたが、９

月に介護保険特別会計を増額補正し、５１７億５７８万１千円となりました。 

 介護保険特別会計では、前年度繰越金などを財源として、介護保険給付費

等準備基金積立金、一般会計繰出金、前年度事業の精算に伴う返還金、合計

で８億５７９８万７千円を増額しました。 
 

［執行状況］ 
９月３０日現在の収入・支出の状況は、収入済額は２１３億５６３０万２

千円で、予算現額に対して４１．３％の執行率となっています。また、支出

済額は１８６億９３３２万１千円で、３６．２％の執行率となっています。 

 

 

図表２ 令和４年度各特別会計歳入・歳出予算の執行状況 
 

（令和４年９月３０日現在） 

会計別 
予算現額 

（千円） 

収入済額 

（千円） 

執行率

（％） 

支出済額 

（千円） 

執行率

（％） 

国民健康保険 23,813,426 10,317,632 43.3 8,620,533 36.2 

後期高齢者医療 5,957,005 2,490,183 41.8 1,906,960 32.0 

介護保険 20,340,795 8,290,960 40.8 7,591,094 37.3 

公共用地 1,594,555 257,527 16.2 574,734 36.0 

合  計 51,705,781 21,356,302 41.3 18,693,321 36.2 

※各区分の金額は、千円未満を四捨五入しています。 
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３ 市税収入の状況 
 
 市の行政を円滑に推進し、多くの市民要望に適切に対応するために、市税

は最も重要な財源となっています。 
 市税の中でも、市民税と固定資産税が全体の９０％を占め、財政運営を支

え、健全な財政基盤を確立するために重要な役割を果たしています。 
市税は、予算現額が５０４億９７０６万２千円で、収入済額は３１１億  

５４３万円でした。執行率は６１．６％となり、前年度同期と同ポイントと

なっています。 
 

 
 

図表３ 令和４年度市税収入の状況  
 

（令和４年９月３０日現在）  

区      分 
予算現額 

（千円） 

収入済額 

（千円） 

執行率 

（％） 

市 民 税 23,161,904 14,775,178 63.8 

固 定 資 産 税 22,420,083 13,520,446 60.3 

軽 自 動 車 税 218,902 204,946 93.6 

市 た ば こ 税 1,281,687 602,400 47.0 

入 湯 税 1 0 0.0 

都 市 計 画 税 3,414,485 2,002,460 58.6 

市  税  合  計 50,497,062 31,105,430 61.6 

※各区分の金額は、千円未満を四捨五入しています。 
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４ 市債の状況    
 
 義務教育施設や道路、下水道などの公共施設の建設には、多額の経費が必

要です。 
 このため、一時的に経費負担が集中することを避け、将来利用する市民の

方々にも応分の負担をしていただくように、国や都などから長期借入を行い、

財源の一部としています。 
 令和４年９月３０日現在の市債の現在高は、総額４１２億９７８８万３千

円で、その内訳は一般会計で３６７億４８３９万７千円、下水道事業会計で

４５億４９４８万６千円となっています。 
 市債の現在高を前年同期と比較すると、７億２１７６万６千円（１．７％）

の減となっています。 

 また、今年度上半期の市債償還額は９億３２８８万６千円で、市民１人当

たり３５８０円、１世帯当たり７２２６円となっています。 

 
 
 

図表４ 令和４年度市債の会計別・借入先別現在高の状況 
           （令和４年９月３０日現在） 

 
   ①会計別現在高 

区  分 現在高（千円） 構成率（％） 

一般会計 36,748,397 89.0 

下水道事業会計 4,549,486 11.0 

合  計 41,297,883 100.0 

 
   ②借入先別現在高 

 
 

 
 
 
 
 
 
 

借入先 現在高（千円） 構成比（％） 

財  務  省 5,764,460 14.0 

旧日本郵政公社 910,179  2.2 

東   京   都 22,159,283  53.6 

東京都区市町村振興協会 4,309,474 10.4 

地方公共団体金融機構 3,875,587 9.4 

市 中 銀 行 4,278,900 10.4 

       合    計 41,297,883 100.0 
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Ⅱ 令和３年度決算の状況    

 
１ あらまし 
 令和３年度は、新型コロナウイルス感染症拡大への対応として、子育て世帯

に対する給付金をはじめ、ワクチン接種の推進やプレミアム付きデジタル商品

券の発行など、感染状況や市民生活及び経済状況の変化に合わせ、必要な対策

を適宜実施するとともに、私立認可保育所２施設の新規開設や府中スカイナー

ド歩道橋部の改修の実施など、市民が安全・安心に暮らせるよう各種行政サー

ビスの提供を行いました。 
 歳入では、根幹となる市税収入で、前年度と比較して２億６２８２万８千円

（０．５％）の増となる一方で、国庫支出金では、特別定額給付金給付事業の

完了などにより減となるなど、一般会計の収入済額は１４０９億２７５９万４

千円で、前年度に比べ、２０億３３７１万９千円（１．５％）の増となり、予

算額に対して、９９．１％の執行率となりました。 
歳出では、東京２０２０オリンピック・パラリンピック関連事業の実施や、

小・中学校の普通教室に換気扇を設置するなど、一般会計の支出済額は１３６５

億２１３５万１千円で、前年度に比べ、１３億３８７１万２千円（１．０％）

の増となり、予算額に対して、９６．０％の執行率となりました。 
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２ 収入支出の状況 
 

（１）一般会計 
一般会計では、最終予算額１４２２億１７６７万３千円に対して、収入済額

は１４０９億２７５９万４千円（執行率９９．１％）となり、前年度と比較し

て２０億３３７１万９千円（１．５％）の増となりました。また、支出済額は

１３６５億２１３５万１千円（執行率９６．０％）で、前年度と比較して１３

億３８７１万２千円（１．０％）の増となりました。 

歳入では、財源の中心となる市税は、市税全体で前年度と比較して２億 

６２８２万８千円（０．５％）の増となりました。歳入総額に占める市税の割

合は３７．１％となっています。一方で、国庫支出金では、１９１億３９３９

万３千円（４０．３％）、都支出金では４億６６３１万１千円（３．５％）の減

となっています。 

歳出では、前年度と比較して、主に、総務費で１９億７２５０万８千円  
（１９．７％）、民生費で５５億７８７２万４千円（１０．４％）、衛生費で 
２３億５１０７万９千円（３６．６％）、教育費で１７６億４０６４万７千円 
（１０９．１％）の増となりました。 
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図表５ 令和３年度一般会計歳入・歳出決算の概況 
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（２）特別会計   
特別会計は４会計を設け、一般会計とは区別して経理を明確にしています。 

 主な特別会計を前年度と比較してみますと、国民健康保険特別会計では、歳

入で９億４１１４万２千円（４．１％）の増、歳出で９億１８８５万（４．１％）

の増、後期高齢者医療特別会計では、歳入で４９９４万５千円（０．９％）の

減、歳出で７０３８万６千円（１．３％）の減、介護保険特別会計では、歳入

で６億６６１７万５千円（３．５％）の増、歳出で９億３０００万３千円 

（５．２％）の増、公共用地特別会計では、歳入で８０２８万円（５．９％）

の増、歳出で１億８５８０万５千円（１６．１％）の増となっています。 

 

 

図表６ 令和３年度特別会計歳入・歳出決算の概況 
 

会計別 
最終予算額 

（千円） 

収入済額 

（千円） 

執行率

（％） 

支出済額 

（千円） 

執行率

（％） 

国民健康保険 23,838,611 23,780,325 99.8 23,591,684 99.0 

後期高齢者医療 5,480,630 5,460,757 99.6 5,438,314 99.2 

介護保険 19,953,823 19,652,404 98.5 18,812,206 94.3 

公共用地 1,434,047 1,437,134 100.2 1,340,516 93.5 

合   計 50,707,111 50,330,621 99.3 49,182,722 97.0 

※収入済額・支出済額は千円以下を切り捨てているため、各合計と一致しません。 
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３ 市税の負担と行政サービス費用の状況 
 
令和３年度の市税総額は、５２２億９９７１万５千円となり、外国人を含む

市民１人当たりの金額にすると２０万１０４１円で、前年度と比べ１２９０円

（０．６％）の増となっています。 

 これに対して、福祉、教育、都市環境の整備などの行政サービス費用は、一

般会計と４特別会計の合計で、市民１人当たり６７万８３９６円となり、市税

負担と比べ約３．４倍となっています。 

 

 

図表７ 市民１人当たりの市税負担と行政サービス費用 
 

 

        

 

 

 

 

      行政サービス費用                

        ６７万８３９６円      

 

                              市税負担 

                     ２０万１０４１円 

 

 

 

※ 行政サービス費用：一般会計と各特別会計の歳出総額の合計額 

※ 人口：２６０，１４４人（令和４年３月３１日）  

約３．４倍 
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４ 市有財産の状況    
 

  市が所有する公共施設や公園などの土地は、令和３年度中に３０２６．４８

平方メートル減少して、１６１万７２３０．８３平方メートルになりました。 

 また、市が所有する建物については、令和３年度は、９３５．１６平方メー

トル増加して、６３万７５８３.３１平方メートルになりました。 

 

 

図表８ 市有財産（土地・建物）の状況 
 

 

令和２年度 令和３年度 差引 令和２年度 令和３年度 差引

本庁舎 12,535.45 ㎡ 12,705.45 ㎡ 170.00 ㎡ 21,369.15 ㎡ 21,369.15 ㎡ 0.00 ㎡

府中駅北第２庁舎 1,580.28 ㎡ 1,577.70 ㎡ -2.58 ㎡ 5,990.22 ㎡ 5,990.22 ㎡ 0.00 ㎡

その他の公用財産 59,114.26 ㎡ 60,955.81 ㎡ 1,841.55 ㎡ 32,169.35 ㎡ 32,169.35 ㎡ 0.00 ㎡

学校 551,858.28 ㎡ 551,858.28 ㎡ 0.00 ㎡ 269,368.11 ㎡ 270,274.64 ㎡ 906.53 ㎡

市営住宅 63,592.78 ㎡ 58,506.10 ㎡ -5,086.68 ㎡ 44,861.48 ㎡ 44,861.48 ㎡ 0.00 ㎡

公園 470,584.57 ㎡ 497,865.17 ㎡ 27,280.60 ㎡ 1,355.16 ㎡ 1,383.79 ㎡ 28.63 ㎡

その他の施設 295,431.42 ㎡ 299,724.61 ㎡ 4,293.19 ㎡ 259,387.43 ㎡ 258,676.43 ㎡ -711.00 ㎡

165,560.27 ㎡ 134,037.71 ㎡ -31,522.56 ㎡ 2,147.25 ㎡ 2,858.25 ㎡ 711.00 ㎡

1,620,257.31 ㎡ 1,617,230.83 ㎡ -3,026.48 ㎡ 636,648.15 ㎡ 637,583.31 ㎡ 935.16 ㎡

普通財産

合　　　計

種別 土地 建物

区分

公
用
財
産

公
共
用
財
産
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５ 地方消費税交付金引上げ分の使途 
 
 消費税は、従来の５％のうち地方消費税として０．５％が市町村に交付され

ていましたが、国と地方における社会保障の充実と安定化を図るため、税率

が平成２６年４月から８％に、令和元年１０月から１０％に引き上げら

れたことに伴って市町村分は１．１％となり、０．６％が従来分に加えて

交付されています。 

 令和３年度決算における地方消費税交付金は、６１億９４８４万９千円で、

このうち、消費税率引上げ分による増収分は、３６億８９２３万１千円となっ

ています。 

 消費税率引上げによる増収分は、社会保障４経費その他社会保障施策（社会

福祉・社会保険・保健衛生）に要する経費、４６０億７４１６万５千円に係る

一般財源の一部として活用しています。 

  

 

図表９ 地方消費税交付金引上げ分の使途 
 

(単位：千円)

国庫支出金 都支出金 その他
地方消費税交

付金（社会保

障財源化分）

その他

障害者福祉事業 8,421,976 3,499,290 2,421,928 0 458,515 2,042,243

高齢者福祉事業 257,131 0 226 11,538 44,988 200,379

生活保護扶助事業 9,352,148 6,688,846 264,559 0 439,811 1,958,932

児童福祉事業 17,153,021 5,840,319 4,769,571 430,713 1,120,716 4,991,702

母子福祉事業 1,347,927 270,961 566,856 50 93,520 416,540

小　　　　　　　　計 36,532,203 16,299,416 8,023,140 442,301 2,157,550 9,609,796

国民健康保険 3,244,378 143,778 381,723 0 498,508 2,220,369

後期高齢者医療 2,252,607 0 309,334 0 356,300 1,586,973

介護保険 2,566,451 113,220 56,610 0 439,422 1,957,199

小　　　　　　　　計 8,063,436 256,998 747,667 0 1,294,230 5,764,541

疾病予防対策事業 1,397,472 22,764 101,125 49,320 224,469 999,794

医療提供体制確保事業 81,054 0 10,252 0 12,982 57,820

小　　　　　　　　計 1,478,526 22,764 111,377 49,320 237,451 1,057,614

46,074,165 16,579,178 8,882,184 491,621 3,689,231 16,431,951

一 般 財 源

社会福祉

社会保険

保健衛生

合計

事 業 名 事業費

特 定 財 源
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Ⅲ 附表   

 

 １ 令和４年度一般会計歳入予算の状況 

 ２ 令和４年度一般会計歳出予算の状況 

 ３ 令和４年度市税の状況 

 ４ 令和４年度各会計歳入歳出予算の状況 

 ５ 令和４年度市債の状況 

  ①借入先別市債現在高 

  ②会計別款別市債現在高 

 ６ 令和３年度一般会計歳入決算の状況 

 ７ 令和３年度一般会計歳出決算の状況 

 ８ 令和３年度市税決算の状況 

 ９ 令和３年度各会計歳入歳出決算の状況 

１０ 令和３年度基金の状況 

１１ 令和３年度市債の状況 
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１　令和４年度  一般会計歳入予算の状況

（単位：千円）

05　市　　　　　  　税 50,497,062 50,497,062 39.4 31,105,430 58.3 61.6

10　地　方　譲　与　税 394,683 394,683 0.3 112,444 0.2 28.5

12　利 子 割 交 付 金 53,751 53,751 0.1 31,864 0.1 59.3

13  配 当 割 交 付 金 368,153 368,153 0.3 107,657 0.2 29.2

14　株式等譲渡所得割交付金 420,137 420,137 0.3 0 0.0 0.0

15　法人事業税交付金 1,100,866 1,100,866 0.9 624,057 1.2 56.7

16  地方消費税交付金 5,776,467 5,776,467 4.5 3,421,086 6.4 59.2

18　自動車取得税交付金 1 1 0.0 0 0.0 0.0

19　環境性能割交付金 101,711 101,711 0.1 25,901 0.1 25.5

24　地方特例交付金 294,646 294,646 0.2 310,254 0.6 105.3

25　地　方　交　付　税 1 1 0.0 193 0.0 19,300.0

30　交通安全対策特別交付金 23,993 23,993 0.0 11,625 0.0 48.5

35　分担金及び負担金 521,233 521,233 0.4 217,277 0.4 41.7

40　使用料及び手数料 3,761,819 3,761,819 2.9 1,232,155 2.3 32.8

45　国 庫 支 出 金 21,091,790 1,382,332 1,987,145 24,461,267 19.1 8,229,161 15.4 33.6

50  都　支　出　金 12,603,328 261,970 12,865,298 10.1 2,902,522 5.4 22.6

55　財　産　収　入 218,521 218,521 0.2 131,263 0.3 60.1

60　寄　　附　　金 1,005,706 1,005,706 0.8 127,304 0.2 12.7

65　繰　　入　　金 9,017,999 375,349 9,393,348 7.3 0 0.0 0.0

70　繰　　越　　金 1,100,000 76,478 3,003,765 4,180,243 3.3 4,180,243 7.8 100.0

75　諸　　収　　入 4,741,733 3,271 4,745,004 3.7 608,559 1.1 12.8

80　市　　　　　債 7,846,400 7,846,400 6.1 0 0.0 0.0

 　歳  　入  　合  　計 120,940,000 1,458,810 5,631,500 128,030,310 100.0 53,378,995 100.0 41.7

（令和4年9月30日現在）

収入済額
構成比
（％）

執行率
（％）

区　　　　　　分 当初予算額

継続費及び
繰越事業費
繰越財源充
当額

補正予算額 予算現額
構成比
（％）
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２　令和４年度  一般会計歳出予算の状況

（単位：千円）

05　議     会     費 489,133 489,133 0.4 260,773 0.6 53.3

10　総     務     費　 15,221,208 3,396 140,234 15,364,838 12.0 3,658,138 8.8 23.8

15　民     生     費 55,860,217 1,356,713 3,380,351 60,597,281 47.3 24,469,088 59.0 40.4

20　衛     生     費 8,229,447 5,135 8,234,582 6.4 3,176,746 7.7 38.6

25　労     働     費 62,162 62,162 0.1 27,270 0.1 43.9

30　農 林 水 産 業 費 135,684 19,920 155,604 0.1 41,769 0.1 26.8

35　商     工     費 534,027 724,500 1,258,527 1.0 635,929 1.5 50.5

40　土     木     費 6,472,648 54,252 15,380 6,542,280 5.1 1,817,924 4.4 27.8

45　消     防     費 3,177,925 381 3,178,306 2.5 1,386,706 3.3 43.6

50　教     育     費 26,474,943 44,449 1,015,899 27,535,291 21.5 5,198,072 12.5 18.9

55  公     債     費 3,516,606 3,516,606 2.7 818,910 2.0 23.3

60　諸   支   出   金 666,000 330,300 996,300 0.8 0 0.0 0.0

65　予     備     費 100,000 △ 600 99,400 0.1 0 0.0 0.0

 　歳  　出  　合  　計 120,940,000 1,458,810 5,631,500 128,030,310 100.0 41,491,325 100.0 32.4

（令和4年9月30日現在）

支出済額
構成比
（％）

執行率
（％）

区　　　　　　分 当初予算額

継続費及び
繰越事業費
繰越財源充
当額

補正予算
額及び予
備費

予算現額
構成比
（％）
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３　令和４年度   市税の状況

       （単位：千円）

市 民 税 23,161,904 23,161,904 25,157,408 14,775,178 63.8 58.7

固 定 資 産 税 22,420,083 22,420,083 23,000,519 13,520,446 60.3 58.8

軽 自 動 車 税 218,902 218,902 219,856 204,946 93.6 93.2

市 た ば こ 税 1,281,687 1,281,687 730,601 602,400 47.0 82.5

入 湯 税 1 1 0 0 0.0 0.0

都 市 計 画 税 3,414,485 3,414,485 3,456,969 2,002,460 58.6 57.9

市   税   合   計 50,497,062 0 50,497,062 52,565,353 31,105,430 61.6 59.2

（令和4年9月30日現在）

執行率
（％）

収入率
（％）

区　　　　　　分 当初予算額 補正予算額 予算現額 調  定  額 収入済額
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４　令和４年度 　各会計歳入歳出予算の状況

（単位：千円）

　　区　　　　　　分

一  般  会  計 120,940,000 1,458,810 5,631,500 128,030,310 53,378,995 41.7 41,491,325 32.4

特  別  会  計 50,847,794 0 857,987 51,705,781 21,356,302 41.3 18,693,321 36.2

国  民  健  康  保　険 23,813,426 23,813,426 10,317,632 43.3 8,620,533 36.2

後  期  高  齢  者　医  療 5,957,005 5,957,005 2,490,183 41.8 1,906,960 32.0

介    護    保    険 19,482,808 857,987 20,340,795 8,290,960 40.8 7,591,094 37.3

公    共    用  　地 1,594,555 1,594,555 257,527 16.2 574,734 36.0

合     計 171,787,794 1,458,810 6,489,487 179,736,091 74,735,297 41.6 60,184,646 33.5

（令和4年9月30日現在）

執行率
（％）

支出済額
執行率
（％）

区　　　　　　分 当初予算額

継続費及
び繰越事
業費繰越
財源充当
額

補正予算額 予算現額 収入済額

19



５　令和４年度 市債の状況
①　借入先別市債現在高

（単位：千円）

借  入  先  一般会計 下水道事業会計 合      計

財　　務　　省 4,826,062 938,398 5,764,460

旧日本郵政公社 855,721 54,458 910,179

東  　京  　都 22,159,283 0 22,159,283

東京都区市町村振興協会 4,309,474 0 4,309,474

地方公共団体金融機構 318,957 3,556,630 3,875,587

市　中　銀　行 4,278,900 0 4,278,900

 　　合　　　　計 36,748,397 4,549,486 41,297,883

　　※一般会計には用地会計分を含みます。

現   在   高 借   入   額 償   還   額　 現　在　高 構成比
R4.3.31 R4.4.1～R4.9.30 R4.4.1～R4.9.30 R4.9.30 (%)

財　　務　　省 6,150,167 0 385,707 5,764,460 14.0

旧日本郵政公社 1,060,600 0 150,421 910,179 2.2

東  　京  　都 22,159,283 0 0 22,159,283 53.6

東京都区市町村振興協会 4,132,120 330,500 153,146 4,309,474 10.4

地方公共団体金融機構 3,926,199 49,800 100,412 3,875,587 9.4

市　中　銀　行 4,422,100 0 143,200 4,278,900 10.4

 　　合　　　　計 41,850,469 380,300 932,886 41,297,883 100.0

（令和4年9月30日現在）

借  入  先

20



②会計別款別市債現在高
（単位：千円）

現   在   高 借   入   額 償   還   額　 現　在　高

R4.3.31 R4.4.1～R4.9.30 R4.4.1～R4.9.30 R4.9.30 １人当たり 世帯当たり

一 般 会 計 37,161,212 380,300 793,115 36,748,397 3,044 6,143

総務債 9,037,483 0 85,447 8,952,036 328 662

民生債 840,302 130,400 12,639 958,063 49 98

衛生債 0 0 0 0 0 0

農林水産業債 56,133 0 0 56,133 0 0

商工債 175,122 0 0 175,122 0 0

土木債 7,530,098 200,100 50,346 7,679,852 193 390

消防債 195,279 49,800 32,545 212,534 125 252

教育債 14,051,144 0 216,968 13,834,176 833 1,680

減税補塡債 362,704 0 45,941 316,763 176 356

臨時財政対策債 4,912,947 0 349,229 4,563,718 1,340 2,705

下水道事業会計 4,689,257 0 139,771 4,549,486 536 1,083

下水道事業債 4,689,257 0 139,771 4,549,486 536 1,083

   合　　計 41,850,469 380,300 932,886 41,297,883 3,580 7,226
※一般会計には用地会計分を含みます。

区     分
償還額に対する市民負担額(円)

（令和4年9月30日現在）
人  口　260,540人  

世帯数　129,116世帯
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６　令和３年度  一般会計歳入決算の状況

（単位：千円）

05　市　　　　　  　税 48,087,326 43.8 3,838,840 51,926,166 36.5 52,299,715 37.1 100.7

10　地　方　譲　与　税 395,671 0.4 0 395,671 0.3 400,488 0.3 101.2

12　利 子 割 交 付 金 61,041 0.1 0 61,041 0.0 58,318 0.0 95.5

13  配当割交付金 311,389 0.3 81,307 392,696 0.3 418,044 0.3 106.5

14  株式等譲渡所得割交付金 522,659 0.5 -55,840 466,819 0.3 510,122 0.4 109.3

15  法人事業税交付金 691,835 0.6 223,492 915,327 0.6 841,918 0.6 92.0

16  地方消費税交付金 6,016,118 5.5 362,064 6,378,182 4.5 6,194,849 4.4 97.1

18　自動車取得税交付金 1 0.0 0 1 0.0 0 0.0 0.0

19　環境性能割交付金 87,556 0.1 0 87,556 0.1 88,666 0.1 101.3

20　国有提供施設等所在

  　市町村助成交付金等 4,449 0.0 0 4,449 0.0 4,502 0.0 101.2

24  地方特例交付金 323,162 0.3 201,775 524,937 0.4 525,263 0.4 100.1

25　地　方　交　付　税 1 0.0 0 1 0.0 36,006 0.0 3,600,600.0

30　交通安全対策特別交付金 22,075 0.0 0 22,075 0.0 23,044 0.0 104.4

35　分担金及び負担金 562,239 0.5 -18,319 543,920 0.4 528,656 0.4 97.2

40　使用料及び手数料 3,779,206 3.4 -16,417 3,762,789 2.6 3,725,640 2.6 99.0

45　国 庫 支 出 金 20,451,624 18.6 37,600 9,369,713 29,858,937 21.0 28,410,314 20.2 95.1

50  都　支　出　金 12,828,385 11.7 7,000 238,887 13,074,272 9.2 12,999,987 9.2 99.4

55　財　産　収　入 190,313 0.2 48,802 239,115 0.2 239,677 0.2 100.2

60　寄　　附　　金 830,758 0.8 117,687 948,445 0.7 924,778 0.7 97.5

65　繰　　入　　金 6,153,948 5.6 14,465,190 20,619,138 14.5 20,606,062 14.6 99.9

70　繰　　越　　金 1,100,000 1.0 80,640 2,266,595 3,447,235 2.4 3,447,235 2.4 100.0

75　諸　　収　　入 4,056,244 3.7 1,939,357 5,995,601 4.2 6,098,004 4.3 101.7

80　市　　　　　債 3,234,000 2.9 -680,700 2,553,300 1.8 2,546,300 1.8 99.7

 　歳  　入  　合  　計 109,710,000 100.0 125,240 32,382,433 142,217,673 100.0 140,927,594 100.0 99.1

※収入済額は千円以下を切り捨てているため、合計額と一致しません。

構成比
（％）

執行率
（％）

区　　　　　　分 当初予算額 最終予算額 収入済額補正予算額

継続費及び
繰越事業費
繰越財源充
当額

構成比
（％）

構成比
（％）
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７　令和３年度　一般会計歳出決算の状況

（単位：千円）

05　議     会     費 501,106 0.5 -16,011 485,095 0.3 472,477 0.3 97.4

10　総     務     費　 12,750,667 11.6 -260,186 12,490,481 8.8 11,986,080 8.8 96.0

15　民     生     費 55,007,095 50.1 7,814,523 62,821,618 44.2 59,354,688 43.5 94.5

20　衛     生     費 7,550,326 6.9 1,700,682 9,251,008 6.5 8,776,195 6.4 94.9

25　労     働     費 67,398 0.1 0 67,398 0.0 63,682 0.1 94.5

30　農 林 水 産 業 費 206,642 0.2 -22,098 184,544 0.1 171,779 0.1 93.1

35　商     工     費 542,863 0.5 49,000 660,741 1,252,604 0.9 1,142,868 0.8 91.2

40　土     木     費 6,763,598 6.2 29,040 -372,779 6,419,859 4.5 6,164,826 4.5 96.0

45　消     防     費 3,097,505 2.8 -34,820 3,062,685 2.2 3,010,167 2.2 98.3

50　教     育     費 19,015,267 17.3 47,200 15,453,216 34,515,683 24.3 33,812,017 24.8 98.0

55  公     債     費 3,776,533 3.4 -9,948 3,766,585 2.6 3,766,454 2.8 99.9

60　諸   支   出   金 331,000 0.3 7,469,113 7,800,113 5.5 7,800,113 5.7 100.0

65　予     備     費 100,000 0.1 0 100,000 0.1 0 0.0 0.0

 　歳  　出  　合  　計 109,710,000 100.0 125,240 32,382,433 142,217,673 100.0 136,521,351 100.0 96.0

※支出済額は千円以下を切り捨てているため、合計額と一致しません。

　　区　　　　　　分
補正予算額
及び予備費

継続費及び
繰越事業費
繰越財源充
当額

構成比
（％）

構成比
（％）

構成比
（％）

執行率
（％）

  支出済額最終予算額当初予算額
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８　令和３年度  市税決算の状況 

 （単位：千円）

市      民      税 21,231,098 3,706,615 24,937,713 48.0 25,721,407 25,117,542 48.0 100.7 97.7

固  定  資  産  税 22,067,364 86,298 22,153,662 42.7 22,448,686 22,261,040 42.6 100.5 99.2

軽  自  動  車  税 200,459 0 200,459 0.4 216,057 206,888 0.4 103.2 95.8

市 た ば こ 税 1,243,824 69,304 1,313,128 2.5 1,381,900 1,381,882 2.6 105.2 99.9

入　湯　税 1 0 1 0.0 0 0 0.0 0.0 0.0

都  市  計  画  税 3,344,580 -23,377 3,321,203 6.4 3,368,439 3,332,361 6.4 100.3 98.9

市  税  合  計 48,087,326 3,838,840 51,926,166 100.0 53,136,491 52,299,715 100.0 100.7 98.4

※調定額と収入済額は千円以下を切り捨てているため、市税合計額と一致しません。

令和4年3月31日現在 人口 260,144 人

世帯数 128,288 世帯

市      民      税 96,552 195,790

固  定  資  産  税 85,572 173,524

軽  自  動  車  税 795 1,613

市 た ば こ 税 5,312 10,772

都  市  計  画  税 12,810 25,976

市  税  合  計 201,041 407,674

構成比
（％）

調  定  額 収入済額
収入率
（％）

執行率
（％）

構成比
（％）

区　　　　　　分

区　　　　　　分 当初予算額 補正予算額 最終予算額

一人当たり
の負担額
（円）

一世帯当た
りの負担額
（円）
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９　令和３年度　各会計歳入歳出決算の状況

（単位：千円）

　　区　　　　　　分

一 般 会 計 109,710,000 125,240 32,382,433 142,217,673 140,927,594 99.1 136,521,351 96.0

特 別 会 計 49,590,219 0 1,116,892 50,707,111 50,330,621 99.3 49,182,722 97.0

国  民  健  康  保　険 23,323,833 0 514,778 23,838,611 23,780,325 99.8 23,591,684 99.0

後　期　高　齢　者  医  療 5,564,215 0 -83,585 5,480,630 5,460,757 99.6 5,438,314 99.2

介    護　  保  　険 18,840,416 0 1,113,407 19,953,823 19,652,404 98.5 18,812,206 94.3

公    共    用  　地 1,861,755 0 -427,708 1,434,047 1,437,134 100.2 1,340,516 93.5

合  計 159,300,219 125,240 33,499,325 192,924,784 191,258,215 99.1 185,704,073 96.3

※収入済額・支出済額は千円以下を切り捨てているため、各合計と一致しません。

執行率
（％）

支出済額　　区　　　　　　分 当初予算額 最終予算額 収入済額補正予算額

継続費及び
繰越事業費
繰越財源充
当額

執行率
（％）
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10　令和３年度　基金の状況
（単位：千円）

  基　　金　　名 令和２年度末残高 令和３年度積立額 令和３年度取崩額 令和３年度末残高

財政調整基金 8,258,919 70,081 329,000 8,000,000

公共施設整備基金 32,626,939 7,321,232 17,830,220 22,117,951

(16,000,000)

健康・福祉基金　 500,000 3,800 3,800 500,000

生活・環境基金　 1,327,000 82,000 167,000 1,242,000

文化・学習基金　 300,000 96,000 96,000 300,000

都市基盤・産業基金　 200,000 190,000 90,000 300,000

庁舎建設基金 6,984,753 526,000 1,332,981 6,177,772

学校施設改築基金 0 16,000,000 0 16,000,000

(16,000,000)

公園緑化基金　 1,204,000 1,000 0 1,205,000

美術品購入基金　 156,792 75,933 32,725 200,000

新型コロナウイルス感染症対策基金 500,000 300,000 500,000 300,000

災害救助基金 853,235 1,000 0 854,235

介護保険給付費準備基金 920,092 538,840 50,273 1,408,659

下水道施設改築基金 8,155,000 390,000 0 8,545,000

公共施設管理基金 4,160,000 0 0 4,160,000

競走事業運営調整基金 1,506,000 1,000 0 1,507,000

平和島モーターボート競走場
駐車施設整備基金

698,660 1,000 377,776 321,884

奨学基金 837,000 0 0 837,000

荒奨学基金 324,467 0 0 324,467

　計 ① 69,512,858 25,597,886 20,809,775 74,300,969

国民健康保険給付費資金
貸付基金

1,500
0 0

1,500

介護保険高額介護ｻｰﾋﾞｽ等
資金貸付基金

1,000
0 0

1,000

土地開発基金 7,200,000 0 0 7,200,000

  計 ② 7,202,500 0 0 7,202,500

合 計 ①＋② 76,715,358 25,597,886 20,809,775 81,503,468

※①は利子運用・取崩基金、②は定額運用基金
※下段の（　）書きは、基金間の移動分で内数
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11　令和３年度　市債の状況
　  （単位：千円）

償還額に対する市民負担額(円)

１人当たり 世帯当たり

一 般 会 計 38,539,225 2,599,300 3,597,012 37,541,513 13,827 28,039

総務債 8,258,139 1,311,000 531,656 9,037,483 2,044 4,144

民生債 929,098 130,400 88,797 970,701 341 692

衛生債 0 0 0 0 0 0

農林水産業債 59,000 0 2,867 56,133 11 11

商工債 191,333 0 16,210 175,123 62 126

土木債 8,141,730 354,100 765,631 7,730,199 2,943 5,968

消防債 266,529 49,800 71,250 245,079 274 555

教育債 14,509,759 754,000 1,212,614 14,051,145 4,661 9,452

減税補填債 473,180 0 110,477 362,703 425 861

臨時財政対策債 5,710,457 0 797,510 4,912,947 3,066 6,217

下水道事業会計 4,466,227 506,700 283,670 4,689,257 1,090 2,211

下水道事業債 4,466,227 506,700 283,670 4,689,257 1,090 2,211

   合　　計 43,005,452 3,106,000 3,880,682 42,230,770 14,917 30,250

　　※一般会計には用地会計分を含みます。 （令和4年3月31日現在）

世帯数　128,288世帯

区     分
令和２年度末
現   在   高

令和３年度起債額 令和３年度償還額
令和３年度末
現   在   高

人  口　260,144人  
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